
北海道告示第11757号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和７年12月12日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その33）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 脳卒中・心臓病等総合 北海道大学病院 脳卒中・心臓病等総合支援センタ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

支援センター事業 ー事業の実施に必要な諸謝金、旅費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

道民が脳卒中及び心臓 庁費（備品費、消耗品費、印刷製本 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

病等の循環器病の発症か 費、通信運搬費、借料及び損料、会 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

ら在宅療養まで、切れ目 議費、賃金、保険料、子ども子育て ときは、補助金 保福第１の32号様式 健康安全局

のない医療サービスを受 拠出金、雑役務費）、委託費 等の額の算定に （申請者が地方公共 地域保健課

けることができるよう、 当たり、当該寄 団体の場合を除く。）

地域の医療機関の連携や 附金その他の収 別に指示する様式

包括的な情報提供・相談 入金の控除等を

支援体制を強化し、北海 行う。）

道全体の患者支援体制を

構築することを目的とし

て実施する事業に対して、

予算の範囲内で補助する。

２ 子育て支援対策事業 補助対象者が次の(1)から(4)ま 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

児童虐待防止対策や社 での事業を行う場合における当該 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示 又は振興局長

会的養護の充実を図るた 事業に要する経費（当該事業ごと 保福第１の20号様式 保福第266号様式 する日

め、「北海道安心こども基 に補助対象経費欄に掲げる経費に 保福第265号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

金」を活用して、新たな 限る。）。ただし、市町村が事業者 別に指示する様 又は振興局

子育て家庭支援の基盤の に当該事業費を補助等する場合に の保健環境

整備を通じて、子どもを あっては、当該補助等の対象とな 部社会福祉

安心して育てることがで る事業に要する経費（当該事業ご 課

きる体制を整備すること とに補助対象経費欄に掲げる経費



を目的として、予算の範 に限る。）

囲内で交付する。

(1) 親子再統合（親子関 指定都市、児童 親子関係再構築支援を推進するた ２分の１以内

係再構築）支援事業 相談所設置市 め、支援メニューの充実や支援体制

の強化を図る際に必要な報酬、給料 （寄附金その他

及び職員手当等（ただし会計年度任 の収入金がある

用職員及び臨時的任用職員へ支給さ ときは、補助金

れるものに限る。）、旅費、需用費 等の額の算定に

（消耗品費、教材費、印刷製本費、 当たり、当該寄

会議費、光熱水費）、改修費、備品 附金その他の収

購入費、役務費（通信運搬費、広告 入金の控除等を

料、保険料）、報償費、委託料、使 行う。）

用料及び賃借料、共済費、扶助費、

負担金

(2) こどもの権利擁護 指定都市、児 社会的養護に係るこどもの権利 ２分の１以内

環境整備事業 童相談所設置市、 が守られる体制を構築するため、

市町村（意見表 意見表明等支援やこどもの権利擁 （寄附金その

明等支援事業を 護機関の整備等のこどもの権利擁 他の収入金が

除く。） 護の環境整備のために必要な報酬、 あるときは、

給料及び職員手当等（ただし会計 補助金等の額

年度任用職員及び臨時的任用職員 の算定に当た

へ支給されるものに限る。）、旅費、 り、当該寄附

需用費（消耗品費、教材費、印刷 金その他の収

製本費、会議費、光熱水費）、改 入金の控除等

修費、備品購入費、役務費（通信 を行う。）

運搬費、広告料、保険料）、報償

費、委託料、使用料及び賃借料、

共済費、扶助費、補助金、負担金

(3) 社会的養護自立支 指定都市、児 虐待経験がありながらもこれま ２分の１以内

援拠点事業 童相談所設置市 で公的支援につながらなかった者

等が、相互の交流を行う場所を開 （寄附金その

設し、必要な情報の提供、相談及 他の収入金が

び助言並びにこれらの者の支援に あるときは、



関連する関係機関との連絡調整を 補助金等の額

行うとともに、これらの者が帰住 の算定に当た

先を失っている場合等において、 り、当該寄附

状況が安定するまで一時的に滞在 金その他の収

させ、居住支援・生活支援を行う 入金の控除等

ために必要な報酬、給料及び職員 を行う。）

手当等、旅費、需用費（消耗品費、

教材費、燃料費、印刷製本費、会

議費、光熱水費）、備品購入費、

役務費（通信運搬費、広告費、保

険料）、報償費、委託料、使用料

及び賃借料、共済費、扶助費、補

助金、負担金

(4) 妊産婦等生活援助 市、福祉事務 特定妊婦等が安心した生活を行 ２分の１以内

事業 所設置町村 うことができるよう、特定妊婦等 又は４分の３

に対して、支援の必要性の把握を 以内

行うとともに、相談支援の実施や

出産までの間、安心して生活を送 （寄附金その

ることができる居場所の提供等を 他の収入金が

行うために必要な報酬、給料及び あるときは、

職員手当等、旅費、需用費（消耗 補助金等の額

品費、教材費、燃料費、印刷製本 の算定に当た

費、会議費、光熱水費）、備品購 り、当該寄附

入費、役務費（通信運搬費、広告 金その他の収

費、保険料）、報償費、委託料、 入金の控除等

使用料及び賃借料、共済費、扶助 を行う。）

費、補助金、負担金

３ ドクターヘリ導入促進 知事の要請を １ ドクターヘリの運航に必要な 10分の10以内 保福第1の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部

事業 受けた病院の開 委 託費 保福第1の16号様式 保福第1の30号様式 提出期限 別に指示

救命救急センターにド 設者が整備、運 （ヘリコプター賃借料、操縦士 （寄附金その 保福第1の18号様式 保福第1の31号様式 す る日

クターヘリを配備し、救 営する救命救急 等拘束料、燃料費、保守料、災 他の収入金が 保福第1の20号様式 保福第235号様式 提 出 先 保健福祉

急患者の救命率等の向 センターで、厚 害補償費（航空保険料）） あるときは、 保福第1の32号様式 別に指示する様式 部地域医

上、広域救急患者搬送体 生労働大臣が適 ２ ドクターヘリ搭乗医師及び看 補助金等の額 （申請者が地方公 療推進局

制の向上を図るため、予 当と認めるもの 護師の確保に必要な給与費（職 の算定に当た 共団体の場合を除 地域医療



算の範囲内で交付する。 員基本給、職員諸手当、非常勤 り、当該寄附 く。） 課

職員手当、社会保険料） 金その他の収 保福第234号様式

３ ドクターヘリの運航連絡調整 入金の控除等 別に指示する様式

員の確保に必要な給与費（職員 を行う。）

諸手当（非常勤）、非常勤職員

手当、社会保険料（非常勤））、

委託費（上記経費に該当するも

の。）

４ ドクターヘリ運航調整委員会

の運営に必要な諸謝金（委員謝

金）、旅費、消耗品費、印刷製

本費、通信運搬費、借料及び損

料（会場借料）、会議費

５ ドクターヘリのレジストリ構

築に必要な給与費（職員諸手当

（非常勤）、非常勤職員手当、

社会保険料（非常勤））、委託費

（上記経費に該当するもの。）


